
地方財政の充実・強化に関する
意見書（要約）

１．現行の水準にとどまらない、より積極
的な地方財源の確保・充実をはかるこ
と。

２．地方単独事業分も含めた、十分な社会
保障経費の拡充をはかること。

３．臨時財政対策債に頼らない、より自律
的な地方財政の確立に取り組むこと。 

４．政府が減税政策を行う場合、地方財政
に影響が出ないよう、特段の配慮を行
うこと。

５．地方創生推進費として確保されている
１兆円については恒久的財源として位
置づけること。

６．職員の処遇改善や雇用確保が求められ
ることから、財政需要を十分に満たす
こと。

７．自治体の自己決定権を尊重し、特別交
付税の減額措置を廃止すること。

８．DX化に伴うシステム改修や事務負担
の増大へは十分な財政支援を行うこと。

９．地域公共交通について、一層の施策充
実をはかること。

さらなる少人数学級・教職員定数の改善
及び義務教育費国庫負担制度拡充を

求める意見書（要約）
１．中学校での35人学級を早急に実施す

ること。また、さらなる学級編成標準
の引き下げ等少人数学級について検討
すること。

２．学校の働き方改革・長時間労働是正を
実現するため、加配教員の増員や少数
職種の配置増など教職員定数改善を推
進すること。

３．自治体で国の標準を下回る「学級編成
基準の弾力的運用」の実施ができるよ
う加配の削減は行わないこと。

４．教職員の処遇について、新規採用を持
続的に確保し、専門性を発揮し意欲を
もって働くことができるよう、改善に
必要な財政措置を講じること。

５．教育の機会均等と水準の維持向上をは
かるため、地方財政を確保したうえで
義務教育費国庫負担制度の負担割合を
引き上げること。
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